
下請取引適正化推進講習会

取引適正化に向けた取組について

令和3年11 月
中小企業庁事業環境部取引課



1



2



3

1-1. 下請代金支払遅延等防止法について

Å ①下請取引の内容ṕ
Ṗ ②資本金又は出資総額の規模 ｢親事業者｣と｢下請事業者｣

を定義づけ 親事業者の義務と禁止行為を規定

親事業者の義務

(1) ṕ 3 Ṗ

(2) ṕ 5 Ṗ

(3) ṕ 2 2Ṗ

(4) ṕ 4 2Ṗ

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  

(8)  

(9)  

(10) 

(11)  

親事業者の禁止行為 （法第4第1項及び第2項の各号）

ṕ 6 Ṗ

3 ( (1)) 5 ( (2)) 50 ṕ
10 Ṗ

ṕ 7 Ṗ

定義

(1)

(2) ((1) )



1-2．下請代金支払遅延等防止法の運用

Å

Å ①報告徴収権ṕ Ṗ ②立入検査権

中小企業庁・経済産業局等

定期調査（WEB ）

50,150 社
300,000 社

指導文書

親事業者に対する
立入検査

357 件
291 社
（※２）

公正取引委員会への
措置請求･公表

（※３）

公正取引委員会
による勧告・公表

下請事業者からの申告

164 件

4 11
G

8,000
（※１）

改善指導

ẑểḲ Ễ
29

ṕ 2 Ṗ

ẑễḲ ṕ Ṗ 2 6 ể
6 6 18

中小企業庁

ẑỄḲ
111

6,000
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1 3ー. 下請中小企業振興法の概要

Å ṕ Ṗ

Å

Å

Å Ṅ

Å

Å ṕ Ṗ

Å

5

Ẇ

① ■他者に提供する情報成果物・サービスを構成するサービスの委託等
Ẍ 申請要件の緩和
Ẍ
Ẍ G

ṕ Ṗ

5



1．取引先の生産性向上等への協力

3．合理的な原価低減要請

¸

7．「働き方改革」への対応

¸ ṕ

Ṗ

6．型取引の適正化

¸

¸

¸

¸

¸

¸

4．取引対価への労務費上昇分の影響の考慮

¸

1 4ー. 下請中小企業振興法「振興基準」の概要
¸ 3

5．下請代金の支払条件改善

¸

¸

¸ 60

¸

¸

8．「天災等」への対応

¸ BCP BCM
¸

2. 情報化への積極的対応

¸

¸ EDI

¸

11 ．知的財産の取扱い

¸

10 ．取引上の問題を申し出しやすい環境整備

¸ 1

９．フリーランスとの取引

¸

( 3 3 26 )
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○重点５課題等の遵守に取り組むこと等を企業の代表者名で宣言する「パートナーシップ構築宣言」の推進
○本年10 月には宣言企業数2,000 社を達成。引き続き拡大を目指すとともに、宣言内容が現場に浸透していくよう普及・啓発を実施。

2-1 . 中小企業の取引適正化をめぐる重点５課題と今後の対応方針

支
払
条
件
の
改
善

価
格
決
定
方
法

の
適
正
化

型
取
引
の

適
正
化

知
的
財
産
・

ノ
ウ
ハ
ウ
の

保
護

働
き
方
改

革
に
伴
う

し
わ
寄
せ

防
止

2020 年度 2021 年度～2019 年度2018 年度2017 年度

しわ寄せ防止
総合対策の策定

公取委報告書
知的財産取引に

関するガイドライン・
契約書ひな形の策定

手形通達の改正

型取引の適正化推進
協議会の設置

型の大規模調査

ü

ü G

手形通達の再改正

約束手形の利用の廃止
に向けた自主行動計画の策定

ü

60
ü

型管理に向けた
アクションプラン策定

価格交渉促進月間の設定

振興基準改正

振興基準改正

振興基準改正

約束手形の
利用の廃止

ガイドライン等を踏まえた取引の定着

(60 )

3

ü

サイトの60 日以内への対応

2026

2024

自主行動計画の策定
（2017 年3月以降）

18 業種52 団体で策定（21 年末）

「未来志向型の取引慣行に
向けて」公表（2016 年9月）

※重点3課題

2016 年度

改訂版「未来志向型の取引慣行に
向けて」公表（2020 年6月）

※重点2課題追加
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重点５課題 課題 取組

価格決定方
法の適正化

ẇ ẇ 9

ẇ 2 G

支払条件の
改善

ẇ

90 120

ẇ

3

ẇ 16 50
3

ẇ2024 2026

9

2-2. 中小企業の取引適正化をめぐる重点５課題と解決に向けた取組

Ṯ G ṯ

ṕ Ṗ

Ṯ G ṯ
125

ṕ Ṗ



重点５課題 課題 取組

型取引の
適正化

ẇ ẇ
( 8 12 )

ẇ

ẇ

知的財産・
ノウハウの保護
【20 年6月追加】

ẇ

ẇ Ồ
ṕ 7 Ṗ

ẇ
7

ẇ 3

働き方改革に
伴う

しわ寄せ防止
【20 年6月追加】

ẇ 4
ẇ 6
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2-3. 中小企業の取引適正化をめぐる重点５課題と解決に向けた取組

Ṯ G ṯ

ṕ Ṗ

Ṯ G ṯ

ṕ Ṗ

Ṯ G ṯ

ṕ Ṗ



2-4. 下請ガイドライン策定業種、自主行動計画策定団体（令和3年11 月時点）

Ṯ ṯ

業種 団体名

ṕ9 Ṗ

Ṋ Ṋ
Ṋ Ṋ Ṋ
Ṋ Ṋ Ṋ Ṋ

ṕ2 Ṗ Ṋ

ṕJEITA)

Ԏԃ֪֗Ԑ Ԓ֘ԝԆӽԄ

DIY

ṕ6 Ṗ
Ṋ Ṋ Ṋ
Ṋ Ṋ

ẑ

ẑ

ẑ

ẑ

Ṯ ṯ

業種 ガイドライン名称

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

Ԏԃ֪֗ԐӸԒ֘ԝԆӽԄ
ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩
ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԍ֩Ԝ֩ԛ ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ṕ
Ṗ

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

Ԅ֒֞ԃԏԁ֩
ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩Ṍ
Ṍ

ԉ֪ԅԝ֪֣ԅ֩Ṍ
Ṍ

¸ 18 17 51
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２-5．更なる取組の浸透と業種の拡大（PDCAサイクルの実施）

¸ PDCAサイクルを回し、サプライチェーン全体

での浸透を図っていく

¸ 他の業種にも

自主行動計画の取組を広げていく

年明け（1月～） 春（4月～） 秋（10 月～）

下請Ｇメン・ヒアリング（通年）

3 3
「振興基準」を改正。

自主行動計画の改定

Ṯ ︡ ṯ

ṕ ḭ ṇ
Ṗ

2 ṇ

ệ
וֹ ︡
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２-6．令和２年度自主行動計画フォローアップ調査結果概要

¸ ṕ12 44 Ṗ Ễ 9Ṍ11

¸

¸

ẑ

ṕ Ḳ ṕ Ṗ ṕ Ṗ ṕ Ṗ3 Ṗ

¸

設問 発注／受注 平成29 年度 平成30 年度 令和元年度 令和2年度

不合理な原価低減要請 Ṋ
ṕ Ṗ

81Ṿ 81Ṿ 86% 89Ṿ

40Ṿ 51Ṿ 56% 59%

Ṩể型管理の適正化ṕẑ1Ṗ
ṕẑ Ṗ

39Ṿ 39Ṿ 50% 55%

23Ṿ 15Ṿ 18% 22Ṿ

ṨỄ型管理の適正化ṕẑ1Ṗ
ṕẑ Ṗ

32Ṿ 40Ṿ 44% 48Ṿ

17Ṿ 13Ṿ 14% 17Ṿ

Ṩể下請代金をすべて現金
Ṋ

49Ṿ 53Ṿ 57% 52Ṿ

26Ṿ 28Ṿ 30% 27Ṿ

ṨỄ下請代金支払の手形等のサイトが６０日以内ṕẑ2Ṗ
14Ṿ 13Ṿ 18% 15Ṿ

10Ṿ 12Ṿ 14% 11Ṿ
ẑ1 -1 -2 30
ẑ2 -2 60 30 60

Ṯ ṯ
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３．下請Ｇメンヒアリングについて
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3-1. 下請Gメンヒアリングについて

Å 29 ṕ G Ṗ ṕ 120
Ṗ

Å 4,000

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ẋ 120
ẋ 4,000
ẋ ︡ ḭ

G

ḱ
ḭ

ḭ ︡
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3-2. 下請Ｇメンヒアリングで把握した生声の事例

ẆḲ ẎḲ ṕṖ /

①【価格決定方法の適正化】

Ẏ

Ӵ Ӵṕ Ṗ

Ẏ ӷ
Ӵ ӷ

ӷ Ӵ
ṕ Ṗ

Ẇ2019 ӷ
ӷ
Ӵ1 Ӵṕ Ṗ

Ẇ ( 50% ӷ 50%) 120
ӷ ӷ2020 4

100% Ӵṕ
Ṗ

➁【支払条件の改善】

Ẏ ӷ ӷ
3% Ӵ

ṕ Ṗ

Ẏ 20
180 Ӵ ṕ Ṗ

➂【型取引の適正化】

Ẏ15 ӷ
ӷ Ӵṕ
/Ệ Ṗ

Ẏ ӷ
Ӵṕ Ṗ

Ẇ2019
ӷ

Ӵṕ Ṗ

➃【知財・ノウハウの保護】

Ẇ
ṕ

Ṗ

Ẏ ӷ
ṕ Ṗ

Ẏ

ṕ Ṗ16
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¸

全国47 都道府県に「下請かけこみ寺」を設置

¸ 年間約１万件の相談実績
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4-1. 下請かけこみ寺（相談窓口）について

年度 相談実績

平成25 年度 4,982

平成26 年度 5,473

平成27 年度 5,825

平成28 年度 6,583

平成29 年度 6,838

平成30 年度 8,381

令和元年度 9,450

令和２年度 9,727



＜事例①＞無料相談活用事例（歩引き）

A B B

ṕ Ṗ
ṕ

Ṗ ọ
A B

4-2. 下請かけこみ寺活用事例

＜事例②＞ADR 活用事例（代金未払い）

A B ễỂ
B

A B B
Ễ ọ

ỄỂ
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35.3%

3.5%

0.2%

16.8%

3.1%

0.4%

25.0%

79.3%

80.1%

17.2%

11.8%

17.2%

5.7%

2.2%

2.1%

0% 100%

(n=1,045)

(n=4,341)

(n=2,688)

製造業

30.1%

3.4%

0.7%

14.1%

3.4%

0.7%

27.9%

75.1%

72.8%

21.9%

16.0%

23.9%

6.1%

2.1%

1.8%

0% 100%

非製造業

(n=1,246)

(n=4,257)

(n=2,675)

5-1．価格交渉の必要性（価格転嫁と価格交渉の申し入れの状況）

ṕ Ṗ
ṕ ểṖ1.

2. 1

価格転嫁の協議ができていない（52.1% ） 価格転嫁の協議ができていない（44.2% ）

¸

¸ 50Ṿ

価格転嫁の協議ができている 価格転嫁の協議ができている
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5-２．価格交渉促進月間について

1. キックオフイベント
Ẇ

キックオフイベント

Ẇ

2. 受注側企業への状況調査
Ẇ 10 ①下請Gメンによる重点的なヒアリング

（２千社程度） ②アンケート調査（数万社に対して配布予定）

3. 発注側企業への周知
Ẇ ①先進的な取組、グッドプラクティスの公表 ②アンケートの回答を集計し、

公表 ③下請代金法に違反する事案は、公取と連携して対処すること

4. 広報
Ẇ

5. 講習・研修・相談等
Ẇ

実施事項

¸

¸

「価格交渉促進月間」を９月

22



5-3．キックオフイベントの開催

ểḰ
Ḳ
Ḳ

ḲIHI

Ḳ

ỄḰ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

¸

9月2日に「キックオフイベント」を開催

¸

ẑ Youtube
ṕhttps://www.youtube.com/watch?

v=TM9gVjSTsMc Ṗ
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5-４．広報の実施
¸

Ṅ

¸
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6-1. 「パートナーシップ構築宣言」とは①

¸

¸

ṕểṖサプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携ṕ IT
Ṗ

ṕỄṖ 取引適正化の重点5分野ṕ
Ṗ

重点的に取り組むことを、「代表権のある者の名前」で宣言

宣言イメージ

親会社・発注者下請け・受注者

取引価格への転嫁

望ましい取引慣行
( 価格協議に応じるなど)

ṏ

ṏ

ḵ

ḵ

宣言

宣言の内容

2. 

1.

Ṋ
Ṋ Ṋ Ṋ

ṕ Tier N Tier N+1 Ṗ

BCPṕ Ṗ

ṕ Ṗ

a. Ṋb.IT Ṋ
c. Ṋd.

ẆẆ
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¸

2020 5
1

「パートナーシップ構築宣言」の枠組みを導入

¸ Ḳ

ṕ Ṗ

¸2020 11 18 2 ṕ Ṗ

¸今後も政府を挙げて宣言の取組を推進する

6-2. 「パートナーシップ構築宣言」とは②

¸ 10 18 2000 社に到達

取引・調達の現場に浸透していくよう普及・啓発を実施

¸ ( ) ポータルサイトに掲載・公表

■「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト

URL https :// www.biz -partnership.jp
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【参考】未来を拓くパートナーシップ構築推進会議

< 2 >

https://www.biz-partnership.jp/


ロゴマーク

6-3. 宣言を行った企業に対する支援

＜ロゴマークに込められた思い＞
大企業と中小企業がうまく噛み合い、

共存共栄していく

¸ 「ロゴマーク」を使用することができ
PR

¸ 一部の補助金で加点措置を受けることが可能

②ものづくり・商業・サービス高度連携促進補助金
（企業間連携型、サプライチェーン型）

③先進的省エネルギー投資促進支援事業

ṕ Ṗ

④産業・業務部門における高効率ヒートポンプ導入促進事業

ṕ Ṗ

①ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
（一般型、グローバル展開型）

加点措置を設けている補助金

ẑ 「SDGs」に
掲げる5つの目標

3.
8.
9.

10.
17.
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